
令和３年度山形県社会福祉事業団事業計画 

 

将来構想に基づく後期５か年実行計画 

～ 新たな事業展開と輝く未来へのチャレンジ ～ 

（令和３年度～令和７年度） 

 

１ 将来構想に基づく後期５か年実行計画の重点項目 

（１）目的 

１ 先駆性、専門性及び広域性の発揮と県民福祉のセーフティネット機能 

２ 地域に期待される安定したサービスの提供と自立的経営基盤の確立 

 

（２）基本方針 

１ 地域と共に歩む事業展開 

２ 地域を支える総合窓口(拠点化) 

３ 機能強化及び地域移行の推進 

４ 業務効率化の推進(ＩＣＴ化・ＡＩ化) 

５ 人材の確保育成と働きやすい職場づくり 

６ 自立的経営の確立 

 

（３）事業別計画 

１ 入所定員削減、入所対象拡大（救護施設） 

２ 指定管理、稼働率向上（養護老人ホーム） 

３ 個室化、利用定員見直し（特別養護老人ホーム） 

４ 専門性強化、利用定員見直し(障害者支援施設) 

５ 本体施設統合、地域総合窓口(サポートセンター) 

６ 組織見直し、事務効率化（法人本部事務局） 

 

（４）人材確保・育成計画 

１ 採用方法見直しによる人材確保 

２ 研修システム構築及びＯＪＴ強化 

３ 資格取得推進、研修と人事の融合 

４ 職員提案制度、働きやすい職場づくり 

 

（５）経営改善計画 

１ 施設の拠点化と地域移行の推進 

２ 入所定員見直しと目標稼働率の達成 

３ 改築及び専門部署設置による稼働率の向上 



４ 新規事業開拓と新たな加算取得 

５ 事務・事業見直しによる経費削減 

６ 職員数削減等による総人件費抑制 

 

２ 実施体制及び進行管理 

（１） 法人本部の体制 

法人本部事務局に「経営改革本部」及び「経営改革課」を設置し、進行管理を行う

とともに、事業項目ごとに「プロジェクト」を設置し、計画を着実に実行する。 

（２）評価・検証体制 

法人本部事務局に「経営改革評価検証委員会」を設置し、毎年、計画の達成状況等

について、評価・検証を行う。 

（３）施設・事業所の進行管理 

各施設長は、「自立に向けた５か年実行計画」に基づき進行管理を行うとともに、

定期的に評価・検証を行い、経営改革を確実に実行する。 

（４）施設長理事（地域担当）の役割 

庄内、村山・最上及び置賜地方の３地域について、施設長から理事を選任し、当該

地域における経営計画の円滑な実施を図る。 

 

３ 令和３年度事業実施計画 

  令和３年度から、６つの「プロジェクト」と「経営改革評価検証委員会」により、

次の工程表に基づき計画を強力に推進する。 

区 

分 

プロジェク

トの名称 
計画の内容 令和３年度実施項目 
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ロ 

ジ 

ェ 

ク 

ト 

Ａ 

稼 

働 

率 

向 

上 

生活相談員,総括援助専門員,事務局

稼働率向上担当を中心に組織体制・情

報共有システム構築 

稼働率向上システム構築 

施設・事業所目標稼働率(平成30年度

決算時) 

目標稼働率達成に向けた経営意識の

醸成 

特別養護老人ホーム９８％ 

障害者支援施設  ９５％ 

通所事業     ９０％ 

共同生活事業所  ９５％ 

各施設等・毎月中旬（前月実績）報告 

⇒ 経営改革本部（実績精査）毎月中

旬・対応指示 ⇒ 各施設等 

四半期ごと実績精査・督励 

・
地
域
移
行 

施
設
規
模
適
正
化 

施設利用定員適正化（削減）⇔地域移

行推進（職員減員：総合職等・業務職

等） 

希望が丘あさひ寮・こだま寮

合併30人減、まつのみ寮10人

減、泉荘20人減、みやま荘15人

減,福寿荘10人減、梓園10人減 

（対平成30年度比） 



グループホーム・日中活動の場設置 

（職員増員：ＯＢ・業務職等） 

グループホーム35人増、日中

活動の場35人増に向けて整備

促進（対平成30年度比）、その

他事業団老人施設等へ移行支

援 

利用定員削減状況 ⇔ 地域移行状況 

グループホーム・日中活動の場 ⇒ 整

備状況 

半年ごと進捗状況精査・調整 

プ 

ロ 

ジ 

ェ 

ク 

ト 

Ｂ 
 

就
Ｂ
分
離
・
独
立
・
別
法
人
化 

 

就Ｂのどか分離・独立・別法人化（現

物件） 

就Ｂだいまち分離・独立（旧高山小学

校） 

別法人化・分離・独立準備作業 

就Ｂふれんず分離・独立（別物件） （令和４年度準備作業） 

別法人に関する連携状況 

就Ｂ事業所分離・独立に関する連携状

況 

（令和４年度以降実施予定） 

新
調
理
シ
ス
テ
ム 

ニュークックチル導入・施設整備(補

助金活用) 

職員体制整備（調理職退職者不補充） 

梓園・村山1施設導入・実証 

セントラルキッチン導入(置賜)・施設

整備(補助金活用) 

完全調理品製造・配送システム構築 

先進事例視察・研究 

就Ｂ施設外就労 

農福連携事業 
（令和４年度以降実施予定） 

プ 

ロ 

ジ 

ェ 

ク 

ト 

Ｃ 

法
人
後
見 

事業団法人後見センター設立準備担

当設置 

ＯＢ・現役（社会福祉士）の人材確保・

育成 

法人後見センター設立準備担

当設置 

事業団（本体）による法人後見 

対象者：事業団施設・事業所利用者以

外の者 

組織体制整備,家庭裁判所等

関係機関との調整 

別法人による法人後見 

対象者：主に事業団施設・事業所の利

用者 

（令和４年度以降実施予定） 



・
給
与
・
賃
金
等 

組
織
・
人
材
育
成 

職員の意欲向上のための改正諸手当

等、業務職等の待遇改善、人材育成等 

改正諸手当等施行、業務職等

待遇改善、人材育成実施 

業務ガイドライン策定（組織体制含

む。） 

業務ガイドライン策定に向け

た検討 

改正諸手当等施行、業務職等待遇改善

状況 

業務ガイドライン策定状況 

年度ごと進捗状況精査・調整 

経営改革評価

検証委員会 

各プロジェクト（計画実施状況）報告 

⇒ 理事長（内容精査）諮問 ⇒ 経営

改革評価検証委員会（(見直し)意見）

報告 ⇒ 理事長 

◎発足委員会・計画説明 

◎毎年度末１回開催・意見(報

告)  

 

４ その他の重点項目 

（１） 梓園改築再編計画 

梓園改築再編事業（令和２年度～令和５年度）については、令和３年８月頃までに

居住棟（厨房を含む。）が完成し、利用者のアメニティの向上と個室化が図られるこ

とから、施設稼働率の向上に向けて、年度当初から入所利用者の確保に努める。 

   また、厨房については、事業団初の新調理システム（ニュークックチル）が導入

され、新たな食事サービスの提供体制（ハード面）が整うことから、梓園と法人本

部事務局によるプロジェクトを設置し、スムーズな食事提供体制の確立に向けて、

実証作業に着手する。 

   事業再編関係については、令和２年度末でサポートセンターあずさが廃止され、

令和３年度から相談支援事業所あずさが梓園に統合され、併せて、希望が丘米沢共

同生活事業所（グループホーム）のバックアップ機能も担うことから、入所、通所、

相談支援及び共同生活等の各種機能を合わせ持つ地域の拠点施設として、事業展開

を推進するものとする。 

（２） 希望が丘改築再編計画 

希望が丘改築再編事業（令和元年度～令和１２年度）については、令和３年度中に

基本構想を終了し、令和４年度以降から改築工事の基本設計及び実施設計、令和５年

度～令和１２年度にかけて順次施設改築工事が進められる予定である。 

また、令和３年度から、旧高山小学校（川西町）の無償貸与を受ける予定であり、

当該物件に東南置賜圏域の日中活動の場、就労継続支援Ｂ型事業所、共同生活事業所

（グループホーム・短期入所併設）、相談支援事業所等を整備し、令和４年度から本

格的に事業開始する予定である。 

（３）専門性と対応力のある人材育成及びＯＪＴ体制の強化 

   目標管理型研修を推進し、各種研修を通じて職員個々の意識改革、意欲及びスキ

ルの向上を図るとともに、各所属の実践場面におけるОＪТ体制の強化に特に力を

入れていく。 


